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　2007年、創刊135年を迎えた毎日新聞社は、常に新たな試みに挑んで
いる。2004年に始まり、現在も進行中の「MOAプロジェクト」も、その1つだ。
「MOAプロジェクト」の目的は、社内のさまざまなシステムを改善し、企業価
値を高めるための新たな取り組みができるよう、環境を整えることだ。「新しい
ことを生み出すためには、効率化も必要です。それは経営基盤の強化につ
ながります」と話すのは人事・総務本部次長の矢吹修一氏だ。プロジェクト
が開始されてから、最初に、改善点を洗い出すために、これまでの業務フロ

ーなどが見直された。その結果、業務の効率化はもちろん、情報管理や内部
統制の強化などが挙がり、新聞制作、販売、広告、経理、情報共有ポータル
などの社内情報システムを刷新することが決まった。人事システムも刷新さ
れることになった。「職種や部局間を超えた社内交流の促進、経営者を含め
た各現場レベルでの人材管理をより進めるためには、人事情報システムの
充実が不可欠になる」（矢吹氏）というのがその理由だ。

人も情報も埋もれさせない
　人事・給与システムを入れ替えるにあたって懸念されたのは、新聞社独特
の組織形態に対応したシステムが構築できるかという点だった。同社は東
京、大阪、名古屋、北九州の4本社と北海道の1支社から構成され、国内外
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集、制作技術、販売、広告、事業、出版、デジタルメディアなどの各職場には、
さまざまな職種が混在している。「システム導入前は、部局ごとにグループ
ウェアが稼働しており、人事システムとの連携が不十分で、情報の共有が
困難でした」と矢吹氏は振り返る。同社では正社員、契約社員、派遣社員、

アルバイトなど、多様な勤務形態の従業員が常時4000名前後働いている。
「組織と人が複雑に錯綜する中、人事情報の充実と共有化を図らなければ、
一人ひとりの能力を活かせる職場にはなりません。また、内部統制という観
点から、今まで各部署で管理している部分も多かった派遣社員の情報も人
事部に集約する必要がありました。そこで、従業員の人事・給与データを一
元管理できるシステムの構築に取りかかりました」と人事・総務本部委員の
鈴木隆史氏はシステム入れ替えの背景を語る。
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より良質な情報を提供していくために、マンパワーを全社的に有効活用。

全国の へ400万読者

全国4本社1支社の「人財」を最大限に活かして、
お客様の満足度を高める付加価値を生み出す。
毎日新聞社の改革を支える、東芝ソリューション。



 

　同社の人事・給与などを扱う事務系基幹システムは、長年にわたりホスト
コンピュータで運用していた。「新システムが動き出す前は、現場からの要望
に100％応えきれていなかったと思います」と制作技術局技術センター業務
技術担当課長の稲垣恒市氏は振り返る。社内の制度や組織、法改正があ
るたびに、プログラムに手直しを繰り返して対応してきた。「度重なるソフト
ウェアの修正の結果、プログラムが膨大になり、システム的に限界が近づい
ていました」（稲垣氏）。「『こういった情報がほしい』と依頼されても、要望を
整理し、パッチワーク化したプログラムの中でどの箇所を修正する必要があ

るかを調べ、修正するという手順を踏むので、どうしても時間がかかってしまい、
すぐに応えることができませんでした」と制作技術局技術センター業務技術
グループの栗田雅彦氏は話す。ホストコンピュータによるデータ処理は順次
対応するのではなく、まとめて処理していた。そのため依頼から結果が出るま
でのタイムラグが発生してしまう。それを解決するには、「ホストからの脱却し
かない」（稲垣氏）と、システムを運用管理する側が感じていたことも、プロ
ジェクトを加速させるきっかけとなった。 

　2005年から具体的にシステム刷新に動き出した同社は、パッケージソフ
トを導入する方針を固めた。注目すべきなのは「カスタマイズを前提に10社
近くの市販製品を候補に挙げ、評価した」（栗田氏）という点。一般的にパッ
ケージソフト選定の理由にあげられるのは、開発コスト抑制と作業時間の短
縮が多い。同社はそれに加えて、パッケージソフトに手を加え、修正していけ
るものにこだわった。その理由は「職種が多様で制度も複雑な新聞社を1つ
のパッケージソフトだけでフォローするのは無理だと思った」（栗田氏）からだ。
そして選ばれたのが、東芝ソリューションの人財管理ソリューション
「Generalist®」Version5だ。選んだ理由について、栗田氏は「完成度が高
く、データベースや仕様が公開されていて手を加えやすい上、他社の周辺シ
ステム製品との融和性も高いこと」と語る。さらに、900社以上に導入実績
があり、特に同業他社に実績がある点も決定を後押しした。 

　「Generalist®」 Version5の導入は2006年8月から始まった。仕様決定、
設計、テストを経て、2007年8月より2カ月間従来のシステムと並行稼働し
た後、10月に本番稼働。途中、並行稼働前の5月のタイミングで
「Generalist®」 Version5が全面的にバージョンアップ、大幅な刷新を経る
ことになった。バージョンアップは機能が向上する反面、初期不良のリスクを
負わなければならない。「個人別に監査ログを収集する機能やバックグラウ

ンドでデータ処理して運用効率を図るなど、私たちにとってもメリットのある
バージョンアップでした。しかし、ファーストユーザだったこともあり、導入過程
で不具合が発生し、再度、検証を依頼しました」と人事・総務本部委員の南
周子氏は振り返る。東芝ソリューションは開発者を現場に派遣し、プログラ
ムの修正に全力を注いだ。「選定の約1年前、提案依頼書のやりとりの時
から、東芝ソリューションの営業や技術者が、コンサルティングに近いかたち
で関与してくれました。開発時も他のシステムとの連携には苦労したのです
が、東芝ソリューションの技術者が会議に同席して、アドバイスをくれました」
（南氏）。人事部の塩野崎裕司氏も「大変だったぶん、システムに精通でき
ましたし、愛着もわきました」と笑う。

　刷新された同社の人事・給与システムは、さまざまな成果をもたらした。「給

与計算には2時間かかっていましたが今では10分強ですべて完了します。ミ
スがあると再出力まで時間がかかっていたのも、短縮されました」と人事部の
三角洋平氏は話す。社員にとっては、給与明細の確認や振込口座の変更
申請などが、オンライン上でできるようになり、利便性が向上した。加えて、
「刷新前は給与体系や制度の変更ごとに技術センターへ依頼を出し、シス
テム変更の仕様を決め、手直しを加えた上で用紙に出力していました。それ
が自分の端末でできる。効率化の度合いは計り知れません」と塩野崎氏も
続ける。紙に印字する必要が減り、セキュリティも向上した。情報の変更の
履歴をすべてログに残す機能は不正防止の役割を果たすだろう。「これで本
来の人材マネジメントや人事諸政策の企画立案業務に、より多くのエネル
ギーを向けられるようになりました」と鈴木氏は言う。「現状は効率化とセキュ
リティの向上で成果を得た段階。これからは従業員に浸透させること、新しい
ビジネスや取り組みを促す組織改革、業務改善にどうつなげていくかが課題
です」と矢吹氏は抱負を語った。いくつものアイデアが生まれ、さまざまな計
画が進行するなか、それらを実現するために、同社にとって東芝ソリューショ
ンは欠かせない存在だ。
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社内風土や業務改革の起爆剤に

導入効果

芝ソリューションが自社開発した人財管理ソリューション
パッケージ。1998年から販売され、現在までに東芝グルー
プ（10万5000人）をはじめ、製造、流通・サービス、建

設、金融など多業種で900社以上の販売実績を持つ。先進的人事・給
与制度から業種・業界ごとの固有制度まで幅広い機能を有するほか、
複数法人の一括管理機能によりシェアードサービスはもちろんグルー
プ企業の情報一元化も可能。評価・給与制度改定にも柔軟に対応でき
る高い適応力で戦略的な人材マネジメント環境を実現する。大企業向
け導入実績としては国内トップシェア、中堅企業向けを含めた総合実
績でも国内有力パッケージという位置付けで、ユーザ会による情報交
換なども盛ん。
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人財管理ソリューション
「Generalist®」
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東芝ソリューション株式会社
この記事内容は2008年3月に取材した内容を元に構成しています。記事内における数値データ、組織名、役職などは取材時のものです。

経営企画部 広報担当
住所：〒105-6691　東京都港区芝浦1－1－1（東芝ビルディング）
電話：03-3457-4112　MAIL：PR@toshiba-sol.co.jp　URL：http://www.toshiba-sol.co.jp/jirei/
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